
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【施設再編の一例】 

手 法 イメージ 

集約化 

同じ用途の施設を統合し、ニ

ーズや需要に合わせ延床面積を

最適化する。 

複合化 

異なった用途の施設を統合

し、スペース効率や利便性を向

上させ整備を行う。 

用途変更 

（転用） 

ニーズが少なくなった施設を新

たなニーズに対応した改修を行

い、別用途で利用する。 

 

４．計画の実現に向けて 
 

大川市公共施設等総合管理計画 概要版／平成 29 年 3 月 ●発行 大川市 総務課 

〒831-8601 福岡県大川市大字酒見 256－1 TEL:0944-87-2101（代） FAX: 0944-88-1776 

■計画の実現に向け、既存の組織体

を活かして、全庁的な取組体制を

確立します。 

計画の推進体制 進行管理 

■情報の一元化 

■広域的な連携 

■新公会計制度との連動 

■市民との情報共有や意向の把握 

■職員の意識改革 

今後の推進スケジュール 

計画のフォローアップ 

■本計画を着実に進めていくため、

継続的に計画の評価・改善を図

りながら、推進します。 

 

【計画の位置づけ】 

■本市の「大川市長期総

合計画」に即します。 

■それぞれの個別施設計

画は本計画に即して策

定します。 

 

１．公共施設等の現状 
 

■本市は 116 の建築

物(約 17.7 万㎡)を

保有しています。 

■一人あたり 5.1 ㎡で

県平均4.2㎡を上回

っています。 

■築 30 年以上の建築

物は全体の６割近く

を占め、昭和56年以

前の旧耐震基準のも

のが約５割あります。 

築 30 年以上が６割を占め、老朽化が進んでいます 

【計画対象】 
 

【計画期間】 

■目標年次：2056 年 

計画期間は40年間とします。 

■１０年ごとを目安に計画の

見直しを行うことを基本としま

す。 
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大規模改修（積み残し） 大規模改修 建替え

14.2億円／年

（2017～2026）

19.8億円／年

（2027～2036）

18.3億円／年

（2037～2046）

12.9億円／年

（2047～2056）

16.3億円／年

（今後40年）

※総務省公開の公共施設等更新費用試算ソフトにて試算 

図 建築物の更新・改修費用 

毎年16.3億円(40年間)の更新費が必要となります 
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市民文化系施設

社会教育系施設

スポーツ・レクリエーション系施設

学校教育系施設

子育て支援施設

保健・福祉施設

行政系施設

公営住宅

供給処理施設

その他

建築が 
集中 

■現状の施設をすべて保

有する場合、40 年間

でその更新費用は毎

年16.3 億円が必要と

なります。 
更新の波がやってきます 

図 築年次別の公共施設床面積（施設類型ごと） 

2030 年前後と
2040 年前後に、 
大きな更新費用が
必要となります。 

継続的に施設の実態の把
握、評価、見直しを可能と
する仕組みをつくります。 

大川市公共施設等総合管理計画   
これまで本市では、行政サービスの多様化に対応し、多くの公共施設やインフラ施設を整備し

てきましたが、これらの施設が老朽化し、将来には改修や建替えに要する経費が財政上の大きな

負担になることが予想されています。 

本計画は、こうした「公共施設等の更新問題」に対処し、将来にわたって持続可能な行政サー

ビスを維持するため、中長期的な視点から公共施設等を総合的に計画、管理、利活用する公共施

設等のマネジメントに関する基本方針となるものです。この計画は、次世代に継承できる公共施

設等のあり方及びまちづくりに向けた基本的な考え方や取組方針を示すことを目的とします。 

1 4 

概要版 

用途ａ 

施設Ａ 

用途ａ 

施設Ｂ 施設Ａ 

用途ａ 

施設Ｂ 

 

用途ａ 

施設Ａ 

用途ｂ 

施設Ｂ 施設Ａ 

 用途ｂ 

用途ａ 

施設Ｂ 

用途ａ 

施設Ａ 

用途ｂ 

施設Ａ 

■全庁的な取組として、公共サービスの再配置を具体的に検討していきます。 

時 期 今年度（2016 年度） 短期 2017～2021 年度 中期 2022～2026 年度 長期 2027～2056 年度 

全体計画 

    

施設再編 

計画 

    

個別施設 

計画 

    

 

推進 推進 推進 推進 推進 推進 

個別施設計画 
（第1期長寿命化計画） 

個別施設計画 
（第２期長寿命化計画） 

個別施設計画 

公共施設等 
総合管理計画の 

見直し 

公共施設等 
総合管理計画 
（本計画） 

施設再編計画等 モデルプロジェクトの実施等 

整合 

 

整合 

 整合 

 

整合 

 

 

計画（Plan） 
 

総合管理計画、施設再編計画、 

個別施設計画の策定 

実行（Do） 
 

計画に基づき、公共施設等を適正化 

・予算編成/執行 

・施設量の適正化 

・品質の確保 

・コストの低減 

検証（Check） 
 

実施状況と成果を基
にした計画の検証 

・目標の達成状況 

・計画の進捗状況 

・コストの変化 

改善（Act） 
 

各事業・計画の課題設定 

各事業・計画の見直し 

 

政策調整会議 
検討部会 

総務課 

所管課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市
有
財
産 

建築物 

その他 
（動産・金融資産） 

公共施設等 

インフラ施設 
市有地 

学校教育、文化、子育て・保健福祉 

施設、公営住宅、供給処理施設 など 

道路・橋りょう、公園、上下水道施設 

など 

対象施設 
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（2015）

H52

（2040）

H72
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65歳以上

15～64歳

0～14歳

（千人）

 

11％減少 

19％減少 

21％減少 基本原則 

３．総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 
 

■全体方針、各課ヒアリング等を踏まえ、建築物、イ
ンフラ施設を対象に、類型別方針を策定しまし
た。（詳細は、本編の「４．施設類型別の方針」

をご覧ください。） 

公共施設等の現状とそれを取り巻く状況、市民意向等を踏まえ、５つの視点で課題を整理しました。 

既存施設を有効利用
します 

原則１ 

人口減少社会に対応
した保有量とします 

原則２ 

まちづくりの視点
を重視します 

原則３ 

施設類型別の方針 

将来の人口や財政規模

に見合った施設保有量 

安全に安心して使用

できる施設整備 

ニーズに対応した住

民サービスの提供 

効果的で効率的な管

理運営 

■将来人口及び財政規模
に合わせ、全体の施設保
有量を縮減し、量の適正
化を図ります。 

■定期的な点検・診断に
基づき、計画的な予防保
全措置を徹底し、長寿命
化を進めます。 
 

● 将来の人口規

模・財政規模に見

合った適正な施

設保有量の確保

が必要 

施設の保有量 

●施設情報の一元化

や円滑な運営体制

の構築が必要 

財務データと連動
したマネジメント 

●施設利用面での改

善（用途転換、複合

化）が必要 

●未利用地の積極的

な利活用が必要 

 

施設や市有地の 

有効利用 

●計画的に保全し、

施設の長寿命化

が必要 

 

施設の安全性・快適性 

●施設改善の優先

順位を明確化す

ることが必要 

●まちづくりに寄与

する再整備や新規

整備への配慮 

 

段階的な更新と 
まちづくり 

■ニーズに対応した住民
サービスを提供します。 
■施設のもつ機能を可
能な限り活用します。 
 

■近隣市町との機能分担、
管理方法の見直しなど、資
源の活用改善を目指しま
す。 
 

＜施設類型＞ 
・市民文化系施設 ・行政系施設 

・社会教育系施設 ・公営住宅 

・ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ・供給処理施設 

・学校教育系施設 ・その他 

・子育て支援施設 ・インフラ施設 

・保健・福祉施設  

 

４つの基本目標 

将来にわたり持続可能な行政経営と市民サービスの維持・向上を図るため、以下の基本原則と基本目標を設定しました。 

２.財政や人口の動向 
 

■人口の見通しでは、今後も人口減少が続き、2060

年には総人口で 21％の減少が見込まれます。 

■人口や人口構造の変化により、公共施設に対するニ

ーズの変化や税収の減少等に伴い財政力の低下が

懸念されます。 

■過去10年間（2006～2015（平成18～27）年）に

おける歳出全体は、平均で 133.4 億円となっています。 

■このうち、公共施設等の整備や維持するための費用を「投

資的経費」といいます。歳出の内訳をみると、投資的経費

は年平均で約 16.3 億円となっています。 

■投資的経費のうち、建築物への経費は年平均 6.5 億円

で、更新費用（16.3億円）の4割程度しかまかなえない

ことになります。 

市民意向 ～市民意識調査結果＜抜粋＞～ 

10代
2.5%

20代
10.0%

30代
9.2%

40代
14.3%

50代
16.9%

60代
19.7%

70代

以上
27.0%

無回答
0.4%

回答者の

年齢

2060 年には約２割（21％）の人口減少が見込まれます 

■回答者の 64％の方が施設数の削減に対し

て、肯定的な意見となっています。 

■あまり利用されていない施設、市民ニーズに

合わない施設の削減への回答が高い結果と

なっています。 

■今後の対応策では、財政規模に見合った施

設数の保持、国・県や民間の施設との連携

への回答が高い結果となりました。 
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実施時期 2016(平成28)年5月 

対 象 者 市内に居住する満 18
歳以上の住民2,000人 

回答者数 727人（回収率36.4％） 

 

 

施設保有量 

将来の人口や財政規模を

踏まえると、 

今後40年間で、保有量

の34％削減が必要にな

ります。 

全体方針 

全体方針は、以下の項目で構成されています。 

 ●統合・廃止の実施方針 

●点検・診断等の実施方針 

●維持管理・修繕・更新等の実

施方針 

●安全確保・耐震化の実施方針 

 
 

●長寿命化の実施方針 

●公共施設等・市有地の有効活用

の方針 

●管理運営体制の構築方針 
 

課  題 

人件費
28.54
21%

扶助費
28.39
21%

公債費
15.21
12%

その他

行政経費
29.79
22%

繰出金
15.23
12%

投資的経費
16.26
12%

H18～27平

均

133.4億円

公共施設等の維持更新に毎年多額の費用がかかっています 

図 歳出の内訳 

図 今後の施設量に対する方向 図 削減対象となる施設 図 今後の建替え・維持管理の対応策 

34.8 

29.4 

15.4 

14.0 

2.5 

3.9 

0 10 20 30 40

統廃合はある程度進めながら、

他の分野でも経費を抑えることで

対処すべき

将来世代に負担がかからないよ

う、統廃合を進め施設数を減らし

ていくべき

統廃合は行わず、現在ある施設

を維持すべきで、他の分野の経

費を抑制することで対処すべき

わからない

今後もさらに増やすべき

その他

(%)

有効回答数
649

73.8 

51.9 

41.9 

37.7 

30.5 

2.4 
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利用度や稼働率が低い

施設（あまり利用されてい

ない施設）

人口構成の変化などによ

り、市民ニーズに合わなく

なった施設

老朽化が著しい施設

同じような施設や代わり

に使用できる施設が近隣

にある施設

運営経費の高い施設

その他

(%)

有効回答数
662

51.5 

43.2 

38.9 

33.7 

27.0 

4.9 

0 20 40 60

財政規模に見合った施設数に

する

同様のサービスを行っている

国・県や民間の施設を利用し、

連携していく

民間施設の利用に対する助成

や、民間のアイデアを募ったり、

民間資金を活用する

計画的な改修を行って、施設の

長寿命化を図り、建設費や維持

管理費を抑制する

利用料金の見直しなど利用者

負担の適正化を図る

その他

(%)

有効回答数
655

回答者の約
64％が統廃
合に肯定的 

図 将来人口（大川市人口ビジョン） 


